Organization and Roles of Corporate Legal Department by Okizaki, Satoshi
組織内弁護士研修講義録
－1－
企業法務部門の組織と役割
名古屋大学大学院法学研究科研究員・ニューヨーク州弁護士
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Ⅰ．はじめに
　企業の不正や不祥事はとどまるところを知らず、コーポレート・ガバナンスやコンプライアンス
のあり方が根本から問い直されている。他方、少子・高齢化による国内市場の縮小により、中小企
業を含め、これまで海外進出に消極的であった企業もビジネスのグローバルな展開に活路を見出さ
ざるをえなくなっている。こうした事情を背景として、企業における法務部門の拡充・強化や企業
経営における法務機能の重要性の認識がかつてない高まりをみせている。筆者が大学院修了後に初
めて勤めた会社で配属先を問われ、「法務」と答えると、社宅や独身寮などの管理にあたる「ホー
ム」部門と勘違いされたことを考えると隔世の感がある。
　実際、企業法務の実務担当者で構成される経営法友会の会員数は1,000社を超え2、社団法人商事法
務研究会と経営法友会が2010年に実施した第10次の法務部門実態調査3（以下「第10次実態調査」）
をみても、７割を超える企業が法務部、法務課などの法務専門部署を有している。日本の弁護士資
格を有する企業内弁護士の数も急増し、2015年６月末時点で742社に1,442名が在籍している（日本
組織内弁護士協会調べによる4）。2005年５月末時点では、68社に123名の在籍であったことから、こ
の10年で10倍以上に増加したことになる。
　このように数字だけをみてみると、企業の法務部門は順調に成長の階段を上り続けているように
思われる。しかし、法務専門部署や法務専任担当者を置いている企業においてさえ、社内における
法務機能の必要性・重要性を十分認識せず、「何かあったら、そのとき初めて外部の弁護士に相談す
1	 本稿は、2015年３月７日、岡山大学法科大学院弁護士研修センター（OATC）において、「企業法務部門の組織と
役割」と題して行った講演の講演録を大幅に加筆・修正したものである。筆者は、日系上場企業での法務スタッフ
を皮切りに、米国のロースクールへの留学、米国統括会社での法務マネジャー職を経験した。その後、10年近くに
わたり米国の大手法律事務所での弁護士実務を経験し、帰国後は、日系上場企業の法務本部長や外資系金融機関の
ジェネラル・カウンセル兼チーフ・コンプライアンス・オフィサーの職を歴任してきた。とくに、帰国後の２社で
は、毎日のように起こる不正や不祥事、あるいは、グレーゾーンの案件との格闘を余儀なくされ、会社や法務部門
のあるべき姿について真剣に取り組まざるをえなかった。本稿は、そうした筆者の30有余年に及ぶ企業法務の経験
にもとづくものである。
2	 http://www.keieihoyukai.jp/ を参照。
3	 小島武司＝米田憲市監修、経営法友会法務部門実態調査検討委員会編著『会社法務部【第10次】実態調査の分析報
告』別冊NBL135号（2010）。なお、第11次実態調査が2015年に実施されているが、本稿執筆時点ではその結果が
公表されていない。
4	 http://www.jila.jp/material/index.html。
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る」というような時代錯誤の経営者・幹部クラスが依然として多く存在するのも事実なのである。
このような企業においては、専門部署の設置は、ガバナンスの強化やコンプライアンスの徹底に対
する社会の要請に形式的に応えるだけのものであり、企業内弁護士の採用も、「他の会社で弁護士を
採用しているなら、うちも」といった、いわばトレンド的な理由によるものなのではないかとさえ
思われるのである5。さらに、企業内弁護士が増加したとはいえ、企業の法務部門における専任担当
者の圧倒的多数は、弁護士資格をもたず、その学歴、職歴、能力、意識も千差万別であり6、1960年
代、70年代から法務機能の拡充・強化と人材育成に注力してきた一部の大企業を除けば、法務部門
が本来果たすべき役割を十分果たしているといえるかどうか、はなはだ疑わしいのが現状である。
とくに、その多くが40代後半から50代であろう法務責任者や法務担当役員のなかには、その職に就
いて初めて法務を経験するというようなケースさえ見受けられ、かりに優秀な新人弁護士を採用し
たとしても、いったい誰が育てるのか、疑問に思わざるをえない。米国の企業法務部門のように、
法務専任担当者が、原則としてすべて弁護士資格を有することが求められ、「法務部門に属する弁護
士以外の者は、パラ・リーガルおよび秘書7」というような時代を迎えるにはなお多くの時間を要す
る。他方、法曹養成機関として最大74校が開学した法科大学院は、司法試験合格率の低迷とそれに
よる志願者の激減により、本稿執筆時点で学生募集を続けているのは45校となっており、政府によ
る強制閉校も論議されるなど8、さらなる淘汰は必至の情勢である。このように、企業法務部門と法
曹養成の柱である法科大学院の双方が、いまだ発展途上の過渡期的段階にあるといえる。
　あるべき姿の企業法務部門を組織し、法務面で欧米企業と互角にわたりあっていくためには、10
年単位、20年単位の長期ビジョンを持って考えていく必要がある。しかし、ビジネスは待ってくれ
ない。現有の勢力で、最大限の力を発揮して会社のベスト・インタレスト（最善の利益）を実現する
ことにより、企業価値の向上に貢献することこそが、企業法務部門には求められているのである9。
　本稿では、ベスト・インタレストの実現と、それによる企業価値の向上への貢献こそが企業法務
部門に課せられた最大の使命であるという認識のもと、とくにコーポレート・ガバナンスとコンプ
ライアンス重視の観点から、予算や人員を含めた法務部門の組織のあり方と法務部門の役割につい
て検討したい。なぜなら、ガバナンスやコンプライアンスの問題は、往々にして企業としての存続
5	 室伏康志「企業内法務の実務第３回日本の企業内弁護士の現状と課題」法教413号130頁、132頁（2015）は、企業
と弁護士の「ミスマッチ」の問題を指摘する。
6	 唐津恵一「『企業内法曹』について一考」東大ローVol.6、195頁以下（2011）。唐津教授は、企業の法務専任部署の
構成員の実態について「魑魅魍魎が跋扈する世界」と評する（唐津・同205頁）。
7	 高柳一男『国際企業法務』37頁（商事法務研究会、2002）。
8	 「法科大学院　厳冬の時代―強制閉校案　政府が検討」朝日新聞朝刊2015年５月29日。
9	 浜辺陽一郎『経営力アップのための企業法務入門』26頁（東洋経済新報社、2014）は、「単に『法務部門』の看板
を掲げるだけでは不十分です。その中身が、法務部門と呼ぶに値する専門性と実質的な機能を果たすことが必要不
可欠です」と指摘する。
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さえ脅かしかねないことを、われわれは数々の企業不祥事により経験してきたからである。なお、
本稿は、法務専門部署の組織がいまだ弱小で、その機能が十分発揮できていない企業、とくに中規
模以下の上場企業の法務部門を主対象とするものであり、長年にわたり機能の拡充・強化と人材の
育成が行われてきた一部の大企業の法務部門を念頭においたものではないことをお断りしておく。
Ⅱ．企業法務部門の組織
１．集中型と分権型
　企業法務部門の組織については、一般的に、本社の法務部門が中央集権的に業務を統括する集中
型と、本社法務部門とは別に、事業所や事業部、社内カンパニー等にも法務担当者や責任者をおき、
現場での法務関連業務の処理をそれらの担当部署にゆだねる分散型の二つに大別することができ
る。後者については、事業部門の法務組織が本社法務部門の指揮命令系統に服する場合（本社によ
る部門担当者の人事評価や本社あるいは他部門への人事異動の決裁権限を含む）と、事業部門によ
る迅速な意思決定を重視する観点から、本社と事業部門の法務組織の関係がゆるやかな連携・協働
程度にとどまる場合とに分けることができる（いわゆるドッテド・ライン）。分権型の組織形態をと
りうるのは、法務部門の歴史が長く、法務担当者が人員数・質ともに高い一部の大企業にとどまる
であろうが、比較的小規模な法務組織しかもたない企業においても、事業部門への権限移譲が進む
につれて、分権型への移行を検討せざるをえなくなる局面も考えられる。しかしながら、その場合
であっても、法務の組織や機能が未成熟な企業の場合、限られた人員10を分散して配置するよりは、
一ヵ所にまとめて集中的に法務関連業務を処理する方が、管理面や人材の教育・育成、さらには、
情報の共有やノウハウの蓄積といった観点からも、はるかに効率的であるとともに、担当者のレベ
ルのバラツキによるリーガル・リスクの発生を未然に防ぎ11、法務部門全体としての専門性を高め
ることにも資するであろう。反面、集中型の場合には、ややもすれば官僚的な組織になりやすいと
いう側面がある。ビジネスの現場から距離をおき、現場のことを理解しようとしない法務機能では、
たとえ結果的にいい仕事をしたとしても、会社という組織の中ではなかなか認めてもらえず、事業
部門からの信頼を喪失することになってしまう12。そうなってしまっては、会社の中での法務部門
の存在意義は失われてしまうのである。事業部門から信頼され、どんな些細なことでも相談を寄せ
られるような部門をいかにして構築していくかということが法務部門にとっては最大の課題である。
10	 第10次実態調査によれば、法務部門の平均人員は7.7人となっている。小島＝米田・前掲注3）13頁。
11	 分散型の組織形態をとる場合の法務問題対応の統一性、一体性の問題については、島岡聖也「企業内法務の実務第
４回『企業内法務』を学ぶ皆さんへ―企業内法務部門の現状と将来」法教414号134頁、135頁（2015）参照。
12	 事業部門や研究開発部門との関係については、現場主義を重視する姿勢を忘れてはならないことは言うまでもない
が、現場を重視するあまり、その声や情に流されてしまっては、法務としての客観的かつ公正な判断が期待できな
くなるということを忘れてはならない。現場との関係においては、常に冷静なバランス感覚が必要なのである。
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　分権型で、かつ事業部門の法務機能が本社法務部門の直接のコントロールに服さない場合、会社
の各事業所や事業部門で、どのような事柄が当該法務組織によって処理されているのか、そしてそ
れらの事柄について適法・適切な判断がなされ、それがビジネスにきちんと反映されているのかど
うかが、本社サイドでは正確に把握できなくなるというリスクがある。そうなってしまうと、当該
事業部門がアウト・オブ・コントロールとなり、会社全体としての利益を損なう事態を招来しかね
ない。さらに、分散型では、事業部門の数が増えれば増えるほど多くの法務担当者を必要とするこ
とになる。かような人員をいったい誰が教育し、訓練して育てていくのかという大きな問題が出て
くることとなる。したがって、業種や企業の規模にもよるが、できる限り集中型で法務関連業務を
統括する法務組織を作り、維持発展させていくというのがベストの方策ではないかと考える。
　これとも関連するが、集中型の場合、本社の法務部門がすべてを統括することによって、法務の
考えが経営により反映されやすくなり、戦略法務機能の強化・向上といった点からもメリットを見
出すことができる。これに対して、分散型の場合、たとえば事業部門担当役員など一部の役員は知
っているが、全社的な共通の理解・認識を欠いているというような事態が生じ、取締役あるいは執
行役員間の情報格差により、会社としての意思決定にあたって、偏った判断がなされるおそれがある。
そういう状況の中で経営が行われていくと、どうしても不正や不祥事の温床になりやすいのである。
　いずれにせよ、集中型の場合は、分散型に比べて不正や不祥事の発生を未然に防止し、発生した
場合にも、早期の発見を可能にするという利点がある。それにより、会社に対する損害を最小限に
し、あるいは、少なくともそれを軽減することができるのであり、リスク管理という観点からもよ
り優れているものと考える。他方、法務組織として本社法務部門のコントロールに服さない分権型
をとるケースにおいて、多くの場合、「迅速な意思決定のため」ということが理由として挙げられる
であろうが、事業部門の法務組織を本社のコントロールからはずしてしまうことが、本当に「迅速
な意思決定」に資するのかという疑問は払拭できず、リスクの方が多いのではないかとさえ考えら
れる。このように、リスクとインタレスト（利益）を衡量して、インタレストの方がはるかに勝る
のが集中型ではないかと考える次第である。
２．法務部門の予算
　予算の策定にあたって、弁護士費用等を含むすべての法務関連費用を法務部門が負担するという
前提にたって行うことは100％不可能である。大きな事件や案件が発生したり、訴訟が起こったりす
れば法務関連費用が膨らむことは目に見えている。また、会社の事業が拡大していけばいくほど、
さまざまな観点からの法務レビュー、あるいは外部の弁護士の専門的なアドバイスが必要となるわ
けであり、それらを考えると、法務関連予算を法務部門がすべて事前に策定して負担するというこ
とは不可能である。そうした中、受益者負担、つまり依頼部署が、弁護士費用や、国内や海外での
契約交渉に法務担当者の参加を依頼する場合にその旅費・宿泊費・日当などを負担するという考え
方が出てくる。しかし、受益者負担の場合、本来なら法務部門が関わるべきである案件において、
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受益者たる事業部門の予算やその他の事情により、法務部門が関われなくなる、すなわち、依頼が
なかったり、法務面での十分な検討やアドバイスなしに、契約やその他の案件をまとめあげてしま
うという事態も予想される。そのため、受益者負担の場合には、どの程度まで受益者に負担させ、
依頼されないことによって生ずるリスクをどのように事前に回避するかという点も大きな課題とな
る。経営トップに法務の仕事の内容と重要性を十二分に理解してもらって、法務部門による柔軟な
予算編成を認めてもらえればよいのだが、現状ではそのように理解のある経営トップは、まだまだ
少ないのではないだろうか。
　このように、法務部門の予算については、どこの会社の法務責任者も頭を悩まされるところであ
ろうが、その背景には、法務部門をあくまで金を消費するだけのコスト部門としてしかみない傾向
がいまだに強いことがあげられる。しかしながら、法務部門を真のプロフェッショナル集団とし、
その専門知識を会社経営に積極的かつ戦略的に活用していくならば、会社にとって多額の利益を生
み出すプロフィット・センターともなりうるのである。多くの企業において、これまでの発想は、
「法務部門は損失・損害を最小限に食い止めるだけの受け身的な機能しかない。したがって、法務
部門はコスト部門の一つにすぎず、予算も人員も最小限であっていい」というような考え方に支配
されてきたからではないのか。このような発想は、「ある程度の補償額の保険は必要だが、保険料は
最小限にとどめたい」という虫のいい考えと同じである。こうした問題を解決するには、法務部門
はもはや単なるコスト部門ではなく、使い方によっては積極的に利益を生み出すプロフィット・セ
ンターとなりうる部門であることを、実績を積み上げることによって証明していくほかないのかも
しれない13。
３．法務担当者の増員と採用
　会社の業容が拡大し、法務機能の重要性についての認識が社内に広まれば広まるほど、法務部門
に求められる業務がさらに増えていく状況となる。その場合、担当者の増員が不可欠となるわけで
あるが、法務の即戦力となりうる人材の採用はそれほど簡単ではない。
　法務ポジションの紹介を専門としたり、法務の求人案件を数多く扱う人材紹介会社やエージェン
ト、ヘッドハンターも昔に比べ増えてはきたが、マッチングを行う担当者（あるいはコンサルタン
ト）のほとんどは法務の実務をまったく知らないのが実態である（とくに外資系企業の求人案件を
主に扱う外資系のヘッドハンターや人材紹介会社、そこから独立したエージェントのほとんどはリ
ーガルのバックグラウンドをまったく持っていない）。採用する会社の方でも、一次的には人事部門
によるスクリーニングが行われるかと思うが、彼らもまた法務の仕事の内容はわからず、その結果、
法務部門にとって本来望ましい人材が素人によって振り落されてしまい、逆に望ましくない人材が
残されてしまうというようなケースも多いのである。そのため、人材紹介会社等のルートも一応は
13	 法務部門の予算については、浜辺・前掲注9）50-51頁、高柳・前掲注7）163-173頁参照。
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確保しながら、横のネットワーク等を活用して人材を探していく、あるいは、インターンシップ /
エクスターンシップなどの機会を捉えて将来の人材を確保していくことも必要であると考える。さ
らに、学部や法科大学院からの新卒または勤務経験のない既卒を採用する場合、第10次実態調査に
よれば、法務担当者として募集した者を法務部門に配属させる方針の会社が12.8% であったのに対
し、71.7% の会社が全社採用枠で一括採用した者を法務部門に配属する方針となっている14（15.0%
の会社が両方針を併用）が、現実には、法科大学院出身者は言うまでもなく、学卒者においても最
初から法務職に就くことを希望する者は多いことから、事情の許す限り、法務担当者として募集を
かけるべきであろう。
　中途採用に関しては、人材紹介会社等を介しての採用ではフィーが発生するため、外部からの採
用が難しいという状況も考えられる。この場合、社内の他部門から人材を登用することも多いであ
ろう。第10次実態調査によれば、45%の会社が他部門からの異動により戦力を補充している15。そ
の場合に注意しなければならないのは、一般に、他部門での仕事を何年も経験してきた者に、法務
担当者に求められる独立性や客観性を期待できるのかという点である16。いったん他の部門で何が
しかのしがらみを持ってしまった者に、これらを期待することはなかなか難しいのが現実である。
さらに、入社後２、３年以内の若手であればともかく、30代、40代で初めて法務を経験する者に、
法務に要求される高度の専門性を身に付けさせることができるのかという根本的な問題があり、単
なる員数合わせに過ぎなくなるのでは、という懸念が拭いきれない。したがって、社内他部門から
の人材登用には慎重を期すことが必要である。
　グローバル・ビジネスの拡大にともない、海外法務担当者の確保も焦眉の問題となっている。社
内弁護士を抱える企業のなかには、弁護士有資格者で、ある程度の語学能力があれば海外法務案件
も十分こなせると安易に考えているむきもあるようであるが、法体系や商慣習がまったく異なる海
外の法務案件について、何らの教育も訓練も受けていない日本の弁護士有資格者にそれを期待する
14	 小島＝米田・前掲注3）30頁。
15	 小島＝米田・前掲注3）28頁。
16	 法務担当者が事業部門に異動し、再び法務部門に戻った場合についてではあるが、高柳・前掲注7）206頁は次のよ
うに指摘する。「企業法務スタッフがビジネス上の職位（business	position）についた後、再び法務部門に戻った場
合、法律判断と営業判断にバイアスがかかってしまい、『独立性と客観性ある法的助言』（independent	and	objective	
legal	advice）が希薄になるのでは、という懸念がつきまとう」。また、第10次実態調査によれば、法務担当者の育
成方針について（複数回答可）、「他部門へ異動をしない法務担当者として養成」が40.3% であったのに対し、「他
業務経験を強みとする法務担当者として養成」と「異動含みで法務の資質を持つ社員を養成」がそれぞれ、49.9%
と46.2% となっている（小島＝米田・前掲注3）33-34頁）。法務関連業務が高度の専門性を要求され、それに応え
るためには継続的な教育・訓練が不可欠であること、ならびに、上記の「独立性と客観性ある法的助言」を担保す
る意味合いからも、法務担当者の他部門へのローテーションには多くの問題がある（法務担当者の異動について
は、小島＝米田・前掲注3）26-27頁参照）。なお、法務担当者の法務以外の業務経験については、小島＝米田・前
掲注3）21-23頁参照。
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のはあまりに危険である。「生兵法は大怪我のもと」であり、日本の会社の社内弁護士に期待される
のは、海外法務案件を直接処理する能力ではなく、海外の弁護士をいかに使いこなすか、という管
理能力なのである17。一方、第10次実態調査によれば、海外の弁護士資格を持った社員などが在籍
している企業は14.3% となっている18が、日本の企業による海外の弁護士有資格者の採用は近年さら
に拡大している19。ここで注意しなければならないのは、こうした外国法資格者の質の問題である。
企業に在籍する外国法資格者は、その大半がニューヨーク州やカリフォルニア州をはじめとする米
国の弁護士資格者であると思われるが、米国には日本におけるような司法修習制度はないうえに、
ごく一部の者を除き、法律事務所での勤務経験も、外国企業の法務部での勤務経験ももたない、い
わば「ペーパードライバー」であるということである。そのため、海外法務の即戦力として外国法
資格者を採用するにあたっては、弁護士としての質の見極めが肝要である。
４．法務人材の育成と教育
　法務担当者に対する教育体制について、第10次実態調査によれば、社外講習会への参加が87.8%
を占めている20。しかしながら、社外講習会への参加については、経営法友会が開催する講習会な
ど一部の新人向けのものを除けば、少なくとも３、４年程度の実務を経験してからでないと、あま
り多くの効果は期待できないと思われる。そのため、社外講習会への参加にあたっては、内容の吟
味が不可欠である。一方、OJTは76.3% となっているが、OJTについてのプランやマニュアルがあ
るのは、それぞれ29.5%、7.7% にとどまり、第10次実態調査も、「定まったプランはなく、体系化さ
れた教育にはなっていないことがうかがわれる」と指摘している21。
　筆者は新人教育にあたって、業務のローテーション制度を採用した。法務部門が長い歴史をもち、
長期のビジョンにもとづいて人材の採用計画や教育プログラムが組まれている一部の大企業におけ
る法務部門とは違い、小規模で、人材の層も薄い法務組織にあっては、新人や若手に対する法務教
育全般を任せることができる中堅や管理職人材が乏しいのが実状である。そこで、管理職クラスに
はそれぞれの得意分野の業務にできるだけ専念させるとともに、新人や若手を各管理職につけて教
育してもらい、半年ずつくらいの期間で他の分野を専門とする管理職に引き継ぐという仕組みを作
った。たとえば、最初の半年は法務の基本中の基本ともいえる債権の管理・回収、次は、会社法関
連を中心とした組織法務、さらには、独禁法や下請法関連、訴訟関連業務という具合である。加え
17	 グローバル・ビジネスにおける企業法務部の役割について、本間正浩「企業内法務の実務第５回グローバル企業に
おける企業法務部と企業内弁護士の役割」法教415号121頁、125頁（2015）参照。
18	 小島＝米田・前掲注3）116-118頁。
19	「外国法弁護士、売り手市場の背景　国際訴訟リスク高まり雇用増」フジサンケイビジネスアイ2014年９月12日。
20	 小島＝米田・前掲注3）34頁。
21	 小島＝米田・前掲注3）35頁。第10次実態調査はさらに、「今後、法務担当者の早期育成が一層求められる中、OJT
に関しても、その中身について担当者個々人に任せるのではなく、ある程度の体系化・仕組み作りが重要となると
思われ、今後が注目される」と指摘する。
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て、早い時期からさまざまな類型の契約書の起案やレビューを経験させることにした。管理職によ
る指導をとおして、契約書やさまざまな法律文書を作成・レビューするのに必要な「眼」を養って
もらうとともに、会社のビジネスや会社における法務部門の存在意義を一日も早く知ってもらう必
要があるからである。また、契約業務や各種の法律相談に関わることは社内のネットワークを広げ
ることに役立つだけでなく、リーガル・マインドの涵養にも資することとなる。さらに、管理職に
は、業務についてだけでなく、会社での一般的な悩みや相談にものる、良き相談相手としても機能
してもらうべく、メンター制度を導入した。このような新人としての教育期間を経て、法務担当者
としての基礎をある程度身に付けた時点で、一定の内容の業務については、これを「任せる」、ある
いは、「任せきる」といった姿勢が必要である。新人・若手のうちに、誰かに頼るのではなく、すべ
て自分の頭で判断し、結果についての責任を負うという自覚を持たせなければ（最終的な結果責任
を法務責任者が負うべきであることは言うまでもないが）、法務担当者として会社にとってのベス
ト・インタレストの実現に邁進することなど期待できないからである。
　国内法務と海外法務の問題に触れるなら、一般的には、少なくとも３年から５年程度は国内法務
を経験させ、その基礎を身につけてから、徐々に海外法務関連業務を行うという例が多いかと思う。
なかには、語学が多少できるというだけの理由で、最初から海外法務を経験させるような会社も見
受けられるが、これでは、せっかくの人材をつぶす結果になりかねない。日本の企業である以上、
たとえ弁護士有資格者であったとしても弁護士としての実務経験がない場合、最初の数年間は国内
法務の基礎をみっちりと習得させ22、徐々に海外法務の業務を担当させる。そして、できれば優秀
な人材を海外のロースクールに留学させ、修了後は関係の深い海外の法律事務所でトレーニングさ
せることが望ましい。
22	 企業内弁護士の数が急増していることは本稿第１章で触れたが、本間・前掲注17）121頁も指摘するように、多く
が経験５年以内の弁護士であり、その大半が新司法試験をへて、弁護士としての実務経験をもたずに企業内弁護士
となったものと思われる。早くから企業内弁護士を採用し、グローバル企業として恥ずかしくない法務部門と人材
を有するごく一部の大企業を除き、いったい誰がこれらの新人弁護士を教育・訓練できるのか疑問に思わざるをえ
ない。浜辺・前掲注9）80頁は、「今後は、司法試験合格者があえて司法研修所に行かず、企業法務等で働いて弁護
士資格を取得するというルート（弁護士法５条ルート）を選択する人の増加が予想され」ると指摘するが、そうで
あるならば、なおさら企業における教育人材の養成が不可欠なのではないだろうか。日弁連や地方弁護士会では、
企業内弁護士の要望に応えて、各種の講習会や研修その他のフォローを行い、一部の法科大学院でも法曹継続教育
の一環としての企業内弁護士教育のあり方を検討しているようであるが、これらはあくまで企業の外部での教育・
研修の機会の提供であり、実際に業務を行う企業の内部で新人・若手弁護士の教育を担えるだけの人材がそれほど
いるとは思えないのである。その構成員が「魑魅魍魎」の状態である現状から推測すると、あまりにも心もとな
く、企業における教育人材の養成が急がれる。
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Ⅲ．企業法務部門の役割
１．社内他部門との法務事務の分担（ガバナンスとコンプライアンスの観点から）
　企業法務部門の役割については、①臨床法務、②予防法務および③戦略法務に分けて論じられた
り23、リーガル・リスク・マネジメントの観点から論じられる24ことが多いが、筆者は、企業法務部
門の最大の役割は、自らが担当するすべての法務事務に関して、常に会社にとってのベスト・イン
タレストの実現を図り、もって企業価値の向上に資することにあると考える。以下においては、コ
ーポレート・ガバナンスとコンプライアンスの観点からに絞って、社内他部門との法務事務の分担
のあり方について検討を加えたい25。なぜなら、コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスは、
リーガル・リスク・マネジメントにおける車の両輪であり、法務部門がこれらに主体的に関与する
ことなくして会社のベスト・インタレストの実現を期すことはできないと考えるからである26。
１）総務部門
　法務部門がかなり強力な権限を有する会社であっても、総務部門が株主総会の運営、社内のさま
ざまな規程の制定・管理、あるいは、会社の社印や役員印の管理・捺印をしている会社が多いので
はないかと思われる。株主総会などでは、法務部門が関与するとしても、サポート的な役割にとど
まることが多いであろうが、ガバナンスの強化という観点からは、できる限り主体的に関与の度合
いを強めていくことが望ましい。
　大企業の場合、細則を含めれば100を超える社内規程を有する例も珍しくないであろうが、その中
でも決裁権限や職務権限に関するものは最も重要であり、しばしば社内の政治抗争の対象ともなる。
このような規程については、総務部門や経営企画部門が主管となっている場合も多いであろうが、
できるだけ法務部門が関わっていかないとガバナンスをコントロールすることができなくなる。車
の両輪の一つであるガバナンスをコントロールできないということは、法務部門が、もう一方の車
輪であるコンプライアンスに責任をもてなくなることを意味する。その観点からも、決裁権限や職
23	 たとえば、唐津・前掲注6）198-200頁、佐野晃生「企業内法務の実務第９回企業内法務の実務―特に、紛争解決
場面において」法教419号142頁（2015）参照。また、大矢息生『アメリカ会社法規部論』（成文堂、1997年）141-
179頁は、企業法務部門をその機能面から①サービス・スタッフ型、②スペシャリスト型および③ゼネラル・スタ
ッフ型に類型化し、それぞれの役割を論じる。
24	 大矢・前掲注23）179-183頁、大矢息生「経営と法律の一体化論―リーガルリスク・マネージメントの実践」大矢
ほか『企業法務全集・８　リーガルリスク・マネージメントと戦略法務』89-137頁（税務経理協会、1998）参照。
25	 第10次実態調査における法務事務の分担状況については、小島＝米田・前掲注3）152-165頁参照。
26	 コーポレート・ガバナンスやコンプライアンス関連業務について、法務部門とは別に専門部署を設置している会社
も多いようであるが（小島＝米田・前掲注3）165-169頁参照）、まだまだ法務部門の人員の数も少なく、層も薄い
わが国の企業において、法務事務を担当する機能を分散配置することは決して限られた人材の有効活用であるとは
思えない。さらに、コンプライアンス部門やCSR部門の中に法務専門部署をおいている大企業の例も見受けられ
るが、主客転倒以外の何ものでもないと考える。なお、法務部門とコンプライアンス・CSR部門が別々に位置づ
けられている場合の両者の役割分担について、浜辺・前掲注9）227-229頁参照。
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務権限に関するルールについては、法務部門が少なくとも共管として、できる限りの関与をしてい
くことが望ましい。
　社印や役員印などの印章管理については、捺印の対象となる文書の多くは、会社の日常の業務運
営にともなう通常文書であり、法務部門の関与を必要とするものは少ないであろう。しかし、中に
は契約書や委任状のように、法務部門による精査を必要とするようなものも含まれる。その場合、
必要なリーガル・チェックなしに押印されることにより、会社に思わぬ損害がもたらされることも
ありうる。そのため、印章管理の主管部署がどこであれ、どのような文書について法務部門のチェ
ックを必要とするかを事前に詳細に定めておく必要がある。
２）経営企画部門
　経営企画部門が取締役会や経営会議の事務局として議案の取りまとめにあたったり、上場企業の
場合、会社のコーポレート・ガバナンス報告書の作成や内部統制の主管部署として機能している例
も多いかと思われる。その場合、法務部門の関与はサポート的なものにとどまり、コーポレート・
ガバナンスにおける最も重要な場面において法務部門の意見を反映させることが難しくなる。もち
ろん、法務部門がこれらの業務を担当するとなると、非常に大きな事務的負担となるであろうし、
思いもよらず社内の政治対立や抗争の渦中に巻き込まれることもありうる。また、すでに他部門が
担当しているものを法務部門に移そうとすれば、大きな抵抗にも遭うであろう。したがって、ガバ
ナンスの肝ともいえるこれらの業務を法務部門が担当する（主管あるいは共管として）かどうかは、
総合的に判断していく必要がある。しかしながら、前述したように、ガバナンスとコンプライアン
スは車の両輪である。不正を未然に防止するためには、コンプライアンスのルールを明確化し、社
内手続の透明化をはかるだけでは決して十分ではない。しっかりしたガバナンスという裏打ちがあ
って、はじめてそれらが機能しうるのである。取締役会や経営会議が形骸化し、議論らしい議論も
なく、案件が次々に承認されていくような事態は避けなければならない。事前に十分吟味された一
つひとつの議案が慎重に審議され、取締役会や経営会議が実質的な討議の場となるように、法務部
門の関与を強めていくべきである27。そうでなければ、会社全体としてのガバナンスの強化やコン
プライアンスの徹底は期待できないのである。
３）経理・財務部門
　上場企業の場合には、有価証券報告書の作成が義務づけられ、その主管部署は経理・財務部門で
ある。有価証券報告書の作成にあたっての法務部門の関与は、ガバナンスに関する部分にとどまる
ことが多いかと思われるが、米国におけるサーベンス・オクスレー法（いわゆる SOX）制定のきっ
かけとなったように、経理・財務部門は不正の起こりやすい部門でもある。実際、わが国において
27	 取締役会の事務局業務に携わるにあたっては、これまで付議事項や報告事項について悩まされることが多かった
が、山田和彦ほか『取締役会付議事項の実務』（商事法務、2014）および中村直人『取締役会報告事項の実務』（商
事法務、2015）が参考になる。
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も、金融商品取引法の導入により内部統制の強化が図られたにもかかわらず、企業による不適切な
会計処理の事例は後を絶たない。こうした経理・財務部門に対する牽制という観点からは、ガバナ
ンスに関する部分にとどまらず、有価証券報告書の作成全般に関して法務部門による関与を強めて
いく必要があるのではないだろうか。
４）IR・広報・CSR部門
　上場会社の場合には、投資家の投資判断に重要な影響を与える情報を適時・適切に開示するとい
う適時開示のルールが適用される。しかしながら、事業部門への権限移譲が進み、本社のコントロ
ールが弱くなると、事業部内での隠蔽にあったりして、なかなか適時の情報開示ができないという
ことが起こりうる。そのため、適時開示のための社内の委員会を設置して、社内各部門からの情報
の吸い上げに遺漏のない体制を築くとともに、適時・適切な開示を可能にする手順を明確に定め、
積極的な情報開示の促進を図る必要がある。
　倫理基準や行動基準の策定に関しては、CSR担当部門の本来的業務であり、法務部門とはあまり
関係のないものとして取り扱われることも多いかと思われる。しかし、これらの社内倫理規程につ
いては、コーポレート・ガバナンスやコンプライアンスの大前提として、また、会社における根本
規範として捉えていく必要があり、策定や見直しに法務部門として積極的に関わっていくことは、
ガバナンスの観点から欠かせない。
５）監査部門
　コンプライアンスの徹底のためには、明確かつ詳細な社内ルールを策定し、組織を整え、定期的
に見直しを図る必要があることは言うまでもないが、ルールや組織を作っただけでは、「仏作って魂
入れず」で終わってしまう。不正を未然に防止し、あるいは、すでに起こってしまった不正を早期
に発見して、会社へのダメージを最小限に抑えるためには、有能な監査機能が不可欠である。しか
しながら、ほとんどの会社においては、法務部門と同じように、監査部門でも人材不足・経験不足
が否めないのが現状である。このような状況で、法務部門がどのように社内の不正に対処していく
かはきわめて難しい問題であるが、一つの対処法として、法務専管の事項に関して定期的に法務監
査（リーガル・オーディット）を実施していく（たとえば、法務部門主管業務に関しての社内法務
監査や会社法の観点からの子会社・関連会社の法務監査）ことが考えられる。組織と能力の両面に
おける監査部門の充実を期して、監査部門による監査とは別に法務監査を実施することにより、監
査機能の重要性と監査人員の育成・増員の必要性について、経営トップを含め広く社内を啓蒙して
いくのである。監査部門の充実までには時間がかかるし、その間、限られたチェック機能しか果た
せないことにはなるが、法務部門の果たすべき役割の一つとして考慮すべきではないだろうか。
　以上のほか、内部通報については、法務部門、人事・労務部門、監査部門が窓口となったり、社
内窓口のほかに外部窓口を設ける、あるいは、両者を併用するなどの例が多いと思われるが、実効
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性のある制度運用のためには、関連部門間で定期的に協議し、絶えず見直しを図っていく必要があ
る28。また、近時、子会社絡みの不祥事が多発していることに鑑みても、国内・海外の子会社・関
連会社について、グローバルな観点からの法務コンプライアンス体制の整備が急務であろう29。
２．ベスト・インタレストの実現
　繰り返し述べてきたように、法務部門の最大の役割は、会社にとってのベスト・インタレストの
実現にあると考える。平時・有事を問わず、どのような状況、どのような案件であっても、常に会
社にとってのベスト・インタレストは何か、ということを念頭に置いて事にあたる必要がある。と
くに、不正や不祥事により会社が存続の危機に瀕するような事態では、法務部門は「最後の番人」、
あるいは、「企業の良心」30として、会社を守るために全力を尽くさなければならない。このような
状況においては、単に「ノー」というだけでは足りず、文字通り体を張って止めなければならなく
なる事態さえ起こりうるのである31。経営トップや役員による不正があるような場合には、なおさ
らである。法務部門あるいは法務責任者は、決して経営陣を守るためにあるのではなく、会社を守
るためにあるのだということを忘れてはならない32。その意味でも、レポーティング・ラインにつ
いては慎重を期すべきである。法務部門の組織・機能が発展途上である場合には、管理部門の担当
役員クラスがレポーティング・ラインということが多いであろう。しかし、先に述べた法務部門と
しての役割を全うするためには、できるだけ社長やCEO等のトップをレポーティング・ラインと
するとともに、可能であれば、取締役会にもレポートすることが望ましい。ただし、経営トップが
自ら不正に関与するような思考停止企業においては、取締役会も暴走してしまう危険があることか
ら、決して万全ではなく、次善の策にすぎないことに注意が必要である。
　法務部門のもう一つの役割として、社内全体のリーガル・マインドの涵養を忘れてはならない。
経営トップから新入社員に至るまで、一人ひとりがリーガル・マインドを持って仕事にあたること
は、ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底のために不可欠であるだけでなく、法務部門が、
その使命であるベスト・インタレストの実現を図っていくためにも必要不可欠な基盤なのである。
したがって、単に依頼された案件を適法・適切に処理するだけでなく、社内教育・研修や e-ラーニ
ングの導入、ニューズレターの発行などあらゆる手段を用いて社内におけるリーガル・マインドの
涵養に努める必要がある。
28	 内部通報制度の効果的な運用については、浜辺・前掲注9）244-246頁参照。
29	 なお、浜辺・前掲注9）142-144頁は、親会社のグループ会社に対する法務管理に関して、弁護士法違反の可能性や
税務上の問題を指摘する。
30	 高柳・前掲注7）55頁。
31	 高柳・前掲注7）54頁は、企業内法律家の独立性と倫理性に関連して、「法律違反につながりかねない問題について
は、たとえ、就労上の地位が脅かされようとも、プロフェッションとしての助言・勧告を誠実に行う義務を優先さ
せる」とする。
32	 高柳・前掲注7）127頁によれば、「General	Counsel が CEOなど経営トップとの意見の対立を克服できない場合の
最後の手段は辞任（resignation）である」。
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Ⅳ．法務責任者に求められる資質―むすびにかえて
　法務責任者に求められる資質として第一に挙げられるのは、高度の倫理観と卓越したビジネス感
覚である。前者については言うまでもないが、後者については、いくら豊富な法律知識を有してい
ても、それを会社のビジネスに活かせないのでは意味がない。何度も言及してきたが、法務部門お
よびその責任者の使命は、あらゆる状況において、会社にとってのベスト・インタレストを追求し
ていくことにある。それを実現するためには、会社のビジネスや将来ビジョンを的確に把握し、業
務に反映していくことが不可欠なのである。
　第二に、縮小する国内マーケットを抱える日本企業に求められているのはさらなる国際化である。
契約社会、訴訟社会の海外、とくに欧米との競争に勝ち抜いて、生き残っていくためにも、法務責
任者には優れたグローバル感覚が求められる。十分な海外法務機能を持たずにグローバル展開を行
っている企業においては、早急にその体制を整備する必要がある。それを持たずに、グローバルに
ビジネスを行うことは、丸腰で海外の企業との戦いに臨むようなものなのである。
　第三に、「逃げない、ブレない、あきらめない」という姿勢を保ち続けることである。とくに、法
務責任者としても、法務部門としても重要なことの一つに、「ブレない」判断を下すことが挙げられ
る。何ら事情の変更がないにもかかわらず、いったん下した判断を安易に覆したり、類似の案件に
対して、前の案件とは異なる判断をするようでは法務部門の信頼性は大きく揺らいでしまう。もち
ろん、下した判断の誤りを正すのに躊躇があってはいけないが、それを避けるためにも、案件の処
理にあたってはできる限り多くの情報を収集し、それらの情報を取捨選択して、迅速かつ的確な判
断を下す能力を養うことが必要である。そのうえで、法務責任者としての矜持を保ち、自分が下し
た判断に自信を持つこと、どのような抵抗に遭おうが、政治的圧力を加えられ、あるいは、雇用そ
のものが脅かされようが、それに抗してベスト・インタレストの実現を図っていかなければならな
いのである。
　第四の資質としては、長期ビジョンを立てる能力があげられる。法務組織の強化を図るには、多
くの年月を要する。５年、10年といった中・長期のビジョンを策定し、それにもとづいて、人員の
増員や教育・育成を図っていく必要がある。それを実現するには、経営陣を説得し、他部署からの
抵抗や邪魔立てを排除するなど多くの労苦を伴う。法務責任者には、そのような労苦をものともせず、
実行可能な長期ビジョンにもとづいて理想の組織を作り上げていくという姿勢が求められるのである。
　最後に、不正に対して鋭い嗅覚を持つことが必要である。そのためには、経営トップの顔色をう
かがい、その指示を待っているような法務責任者であっては決してならない。組織において不正は
必ず起こりうるという認識のもと、法務責任者には、幅広い社内の人的ネットワークを構築し、さ
まざまな情報の収集に日々努めるとともに、わずかな情報からでも不正の存在を嗅ぎ当てて、これ
を未然に防止し、すでに起こってしまった場合には、これによる会社へのダメージを最小限にとど
める努力が求められるのである。
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